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はじめに

本章では、産業振興における外国（海外）直接投資（Foreign Direct Investment :

FDI）の役割に注目し、アフリカ（１）で課題となっている外国資本（外資）とロ

ーカル企業（２）の連携の弱さ（いわゆる「飛び地経済」）を解消することが、FDI

の増加を経験した国が次にとるべき有効な戦略であることを提示する。

植民地時代、アフリカにおけるアフリカ人企業の活動範囲は極めて限られて

いた。経済活動の担い手は、もっぱら宗主国を拠点とする外国企業か、西アフ

リカのレバノン人商人や東アフリカのインド・パキスタン人商人であったとい

われる（Wolgin［1997］）。独立時には国家の経済活動を担うだけの十分な資本

と経験をもったアフリカ人企業家が不足していたことから、その役割を国家自

体が担うことになった（Vandenberg［1998］）。1970年代には、アフリカの公営

企業（public enterprise）は3000社を超え、それらの経済力がGDPの20％を超え

る国もあった（Spring and McDade eds.［1998］）。多くのアフリカ諸国では、1960

から1970年代を通じて輸入代替工業化を目指した産業保護政策を実施したが、

こうした国家の大幅な経済介入は民間資本の成長を阻害するか、もしくは政治

権力との結びつきを強くする結果となった（Tangri［1998］）。高い関税・非関税

障壁に守られた製造企業の競争力は弱体化し、南アフリカ（以下、南ア）の鉄鋼

製品など一部を除けば輸出は伸びなかった。こうした状況を改善すべく、1980

年代以降、政府による経済介入を大幅に縮小し、代わって市場システムを導入

することを目的とした構造調整計画が実施され、公営企業の大規模な民営化や

貿易自由化などが実施された。しかしながら、自由貿易の下では国内市場を輸

入品に奪われる一方で輸出市場のシェアの増加はみられず、製造業セクターで

はローカル企業の停滞や規模縮小に直面してきた。

他方、外資をめぐっては、独立後は経済ナショナリズムの機運が高まり、タ

ンザニアにおける国有化政策やウガンダのインド人排斥運動などがみられた。

南アでは、アパルトヘイト政策に起因する国際社会による経済制裁で外国投資

の引き揚げを経験した。こうした中で例外的にFDIの誘致に成功したのがモー

リシャスである。同国は、1970年の輸出加工区（Export Processing Zone: EPZ）

の導入による工業化政策で、香港などからの大規模な衣料産業への投資誘致に
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成功し、1970年から1992年までで年率６％を超える経済成長率を達成した。

FDIと経済成長の結びつきの強さが認識されるにしたがって、アフリカ各国は

投資センターの設置や投資許認可の簡素化、EPZの設置などの投資誘致政策を

競い合うように行ったが、直接投資のほとんどは鉱業部門に対してであり、ロ

ーカル産業との関連は極めて限定的であった。

しかしながら、長期にわたって停滞していた非鉱業部門への投資も、1990年

代後半以降、自動車産業、アルミニウム精錬、衣料産業といった製造業から農

業、小売業、情報通信産業まで幅広く行われるようになってきた。FDIを活用

することで産業発展を実現してきたアジアの経験にみられるように、FDIは、

特に後発発展途上国においてローカル企業の技術力の向上を引き起こし、経済

成長に大きく貢献している。こうした背景から、FDIとローカル企業との連携

を図ることが、アフリカの産業政策の新たな課題と考えている。

アフリカ諸国ではFDI誘致には重点をおいているが、誘致企業とローカル企

業の連携にまで踏みこんだ政策はあまりみられない。また、先行研究において

もアフリカにおけるFDIの増加に焦点をあてる一方で、それがローカル企業に

どのような影響を与えているかに注目した先行研究は多くない（３）。本章では

多国籍企業とローカル企業のリンケージの弱さに焦点をあて、アジアの経験を

もとに「飛び地経済」解消に向けての方策を検討する。

本章の構成は、第１節では産業発展においてFDIが果たす役割についての理

論とアジアの経験を簡単に整理する。第２節では、近年の対アフリカのFDIに

ついて、投資額の成長が著しい産業を中心にレビューする。第３節では、多国

籍企業とローカル企業の連携について課題を整理し、それを踏まえた上で、ア

フリカにおける次世代の産業政策として「飛び地経済」解消のための政策提言

を行う。
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第１節　外国直接投資と産業の成長

１．理　論
産業の持続的な成長には、生産要素の増加だけでなく生産性の向上が不可欠

であるが、内生経済成長理論は、生産性の向上に技術の向上と知識の蓄積が重

要であることを示している。こうした技術や知識として、技術変化を企業レベ

ルで分析する技術能力（Technological Capability）アプローチの文献は、こうし

た技術や知識は生産プロセスだけでなくマーケティング、物流、投資計画、組

織構成をも包含するものであることを説いており、これらを総称して企業の

Capabilityと呼んでいる。現在では、このように技術や知識を広く捉えること

が一般的となっており、途上国企業の成長は、技術と知識の蓄積過程によって

決まると考えられているといってよい。

技術や知識の獲得には、大きく分けて２つの方法が考えられている。企業自

らが研究と開発（R&D）や経験による学習（Learning-by-Doing）を通じて獲得

する方法と、他企業のもつ技術や知識を何らかの方法で模倣したり、共有した

りする方法である。技術や知識には非競合財としての性質があり、コピーや観

察などを通じて他者にも利用可能なことがある（４）（Romer［1986］）。これはスピ

ルオーバーと呼ばれているが、技術や知識のスピルオーバーは、技術的に後発

の発展途上国の企業がキャッチアップするために不可欠であると考えられてい

る。

経済成長論や貿易論におけるスピルオーバーの重要性は、知識の蓄積が多い

ほど生産性が高まるという収穫逓増の仮定によっている（５）。この仮定をもと

にすると、途上国と先進国を想定した二国間貿易モデルでは、もともと知識の

少ない途上国は知識の蓄積が遅く、より多くの知識が必要なハイテク産業に比

較優位をもたないことが示される（６）（Grossman and Helpman［1991］）。ただし、

知識が国際的にスピルオーバーする場合には、途上国企業は模倣によって知識

を蓄積することが可能であり、模倣コストが十分に低ければ蓄積スピードは速

くなる（７）。その結果、途上国もハイテク産業に比較優位をもち得る（Barro and

Sala-i-Martin［1997］）。また、Technological Capabilityアプローチも、途上国企

業の観察に基づいてスピルオーバーの重要性を指摘している。グローバリゼー
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ションの進行に伴って技術進歩のスピードが速くなっており、途上国企業の技

術開発努力だけでは追いつくことが困難になっていることから、FDIを通じた

海外の技術や知識の吸収が重要であると論じられている（Lall and Urata eds.

［2003］; Ernst et al. eds.［1998］）。

FDIがスピルオーバーを促進する要因として、qデモンストレーション効果、

w労働移動、e垂直リンケージ、の３点が考えられている（Saggi［2002］）。異

なる国で利用されている技術を模倣するよりも、同じ国の技術を模倣する方が

調整が少なく容易な傾向がある（Evenson and Westphal［1995］）。FDIによって

技術が同じ環境で利用されることにより、それを観察するローカル企業は模倣

が容易になることをデモンストレーション効果という（８）。また、技術が主に

人的資本に付随する場合には、多国籍企業の技術者がローカル企業に移転する

ことによって技術のスピルオーバーが生じることがあり、これが労働移動によ

るスピルオーバーである。この形態はアジアの衣料産業や電子・電気産業など

でみられている（Rhee and Belot［1989］; Pack［1997］）。さらに、多国籍企業は

ローカル企業に対して下請け生産、原材料・部品供給などの需要が生じるが、

こうした垂直リンケージを通じて技術が移転されるケースもある。多国籍企業

は、取引の中でローカル企業に生産やマーケティングの技術、企業ネットワー

ク、ブランドなどの経営資源を提供しローカル企業の学習を助ける（Lall and

Urata eds.［2003］）。衣料産業では、下請けから始まって自ら輸出を行うローカ

ル企業が生まれる事例が多くみられる。また、自動車産業では完成車メーカー

の進出に伴って、ローカルの部品供給メーカーが生まれる事例がみられている。

FDIによる技術・知識のスピルオーバーは、ホスト国の条件にも左右される

ことも議論されている。ローカル企業の受容能力（absorptive capacity, local

capability）が模倣の可能性に強く影響することが指摘される（Abramovitz［1986］）。

経済成長モデルとの関連で言えば、国際的なスピルオーバーがあったとしても

知識の初期量は無関係でないということである。また、模倣のために（物的・

人的資本に対する）投資が必要であるため、ホスト国の投資環境や産業政策も関

係しうる（Hall and Jones［1996］; Parente and Prescott［2002］）。こうした要因の

ため、FDIとローカル企業の発展の関係は国によって多様だと理解されている。

Technological Capabilityアプローチの論者は、ローカル企業の受容能力の重要

性を強調するが、こうした能力も技術や知識の一部であることを考えると、技
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術水準が非常に低い産業では技術・知識の蓄積が生じないという低位均衡に陥

ることが予想される。

アフリカにおける工業部門（特に製造業）の停滞の要因の一つとして、海外の

技術にアクセスする機会が乏しく技術情報のフローが少ないことが挙げられて

いる。その原因として、そもそも鉱業以外の部門におけるFDIが少なく、スピ

ルオーバーを生かすことができない点が指摘されていた（Pack［1993］; Biggs et

al.［1995］; Lall and Pietrobelli［2002］）。近年のFDIの増加により、技術や知識の

フローは増えていると考えられ、ローカル企業がそのスピルオーバーをうまく

活用することができるかどうかが成長を決定づける。つまり、理論的にはロー

カル企業の能力、投資環境と産業政策が重要となる。

２．アジアの経験
技術移転の理論は、純粋理論でなく発展途上国における経験に基づいて構築

されたものである。ASEANを含む東アジア諸国の経済成長をレビューした

World Bank［1993］は、輸出志向の貿易政策が海外技術の習得を促したと結論

づけているが、その関連の一つは貿易政策によってFDIが増加したことにある

と論じている（World Bank［1993: 316-320］）。日本と韓国はFDIに対して抑制的

であったが、他の東アジア諸国は概して外国投資に対してオープンであり、特

にシンガポール、マレーシア、タイは積極的に誘致を行っていた。その結果、

これらの国では多国籍企業が経済の中心を構成しており、マレーシアでは1990-

1994年における製造業の資本形成のうち51％は外資であり（Capannelli［1999］）、

タイでは1999年時点の全上場企業の外国人資本所有率は29.6％にのぼっている

（末廣［2000: 表8-6］）。

海外からの技術移転は、FDI以外にも、技術ライセンス、ターンキープロジ

ェクト、海外の取引企業とのネットワークなどを通じて行われることもあるが、

アジア諸国の事例はFDIを経由した技術移転が重要であったことを示している。

FDIが最も顕著であったのは、電子・電気産業である。1985年のプラザ合意以

降、日本企業が生産拠点をマレーシア、タイ、インドネシアなどへ移し、これら

の国は家電製品の一大生産拠点になった。それに伴って、多国籍企業の技術指

導の下で金属プレス加工、プラスチック射出成形などの工程を主に担う部品サ

プライヤーとしてローカル企業が生まれ、集積が形成されている。ただし、ロ
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ーカル・サプライヤーが参入しているのは技術的に容易で付加価値の低い分野

に限られており（Capannelli［1999］; Poapongsakorn and Tonguthai［1998］）、多国

籍企業とローカル企業の連関効果が弱いことが指摘されている（青木［1995］）。

ローカル企業の技術力が不足していることがその要因として挙げられている。

ローカル企業との関連が比較的強いのは二輪車産業である。アジアは二輪車

の最大の生産地であり、日本企業を筆頭に台湾、インド、中国企業がアジア諸

国に進出している。ローカルコンテンツの規制やコスト削減のために、多国籍

企業は積極的にローカル・サプライヤーを育成している（佐藤・大原編［2006］）。

その結果、タイでは地元資本による完成車メーカーが誕生し、ベトナムやイン

ドネシアでは部品生産とともに川上の素材産業の成長もみられている（東

［2006］; 佐藤［2006］; 藤田［2006］）。繊維産業もローカル企業との関連が深い。

タイやインドネシアでは主に日本企業との合弁や技術提携によって紡績産業が

成長した。より労働集約的な縫製部門ではFDIがなくとも成長したケースもあ

るが、バングラデシュ、スリランカ、ベトナムなどの後発国では、韓国、香港

企業によるFDIや技術提携が成長のきっかけとなっている（Rhee and Belot

［1989］; Athukorala and Rajapatirana［2000］; Ngoc Ca and Dieu Anh［1998］）。これ

らの企業で技術を身につけた労働者が独立することにより、ローカル企業にも

技術が波及している。

自動車（四輪）産業も、先進国の完成車メーカーおよび部品メーカーによる

アジア各国へのFDIがみられている。国民車構想のあったマレーシアでは、日

本企業との合弁企業を設立し、その中で技術の向上を図っている。他方、外国

の完成車・部品メーカーを進出させることで国内に部品サプライヤーの集積を

構築しようとしたタイでは、ローカルコンテンツの規制を課すことにより、多

国籍企業にローカル・サプライヤー育成のインセンティブをもたせた。その結

果、多国籍企業による技術指導のもとでローカル・サプライヤーの急速な成長

がみられ、マレーシアのような地元資本による完成車メーカーは存在しないが、

多国籍企業を中心とした自動車生産の集積が形成され、東南アジアの生産拠点

となっている（末廣［2000］）。

これらの事例が示すように、アジアでも後発であったASEAN諸国ではFDI

が産業の成長に貢献している。多国籍企業による技術指導や、多国籍企業でト

レーニングを受けた労働者の移動を通じて、技術がローカル企業に移転されて
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いる様子が報告されている。また、素材産業などに後方連関効果がみられる場

合もある。しかし、複雑な技術が必要な産業ではローカル企業の関与は小さい

場合も多い。その原因として、ローカル企業の技術力の不足が挙げられており、

FDIはローカル企業へのスピルオーバーを生んでいるものの、ローカル企業の

技術的向上がスムーズに実現するとは限らないことが示されている（９）。

第２節　アフリカにおける外国直接投資とローカル企業

１．外国直接投資のトレンド
図１は、1970年から2006年までのFDIの受入額の変遷を、同じようなFDI規

模の北アフリカ、サブサハラ・アフリカ、南アジアでみたものである。サブサ

ハラ・アフリカへのFDIは1970年代から1990年代前半まで停滞していたが、

1990年代後半から明らかな増加傾向を示し、2006年を除けば北アフリカや南ア

ジアを上回っている。しかし、北アフリカも含めたアフリカ大陸へのFDI額が

図1 対内直接投資額の変化（1970－2006年）
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世界全体に占めるシェアは、2.7％（2006年）にすぎない。

次に表１は、1997年から2006年までのアフリカにおけるFDIの受入額（フロ

ー）の上位10カ国を列挙したものである。石油や金などの鉱物・エネルギー資

源国が並んでいる。ナイジェリア、スーダン、アンゴラ、赤道ギニア、チャド、

コートジボワール、エチオピア、コンゴには石油・天然ガス開発へのFDIが入

り、南ア、タンザニアには金などへのFDIが入っている。近年では中国やマレ

ーシアなどのアジアや南アからのFDIが増加している。世界的な鉱物・エネル

ギー価格高を背景にした活発なFDIや鉱物・エネルギー輸出額の増加は、アフ

リカ諸国の通貨価値の外貨に対する上昇を招き、製造業などの輸出産業にとっ

ては大きな痛手となっている。通貨価値の上昇の影響を受けている国としては、

ザンビア、モーリタニア、ナイジェリア、南ア、スワジランド、ウガンダなど

がある（UNCTAD［2007: 35］）。

しかしながら、アフリカへのFDIが鉱物・エネルギー関連投資ばかりである

とするのは早計であり、製造業や通信、商業、銀行などへの投資も着実に増加

している。次項では、非鉱業分野のFDIとローカル企業との連携について幾つ

かの例をみていく。

表1 アフリカにおける対内直接投資額（1997―2006年）上位10カ国

国　名
対内直接投資額 対内直接投資残高

年平均（1997―2006年） （2006年末時点）

1 ナイジェリア 2,180 40,251

2 南アフリカ 2,177 77,038

3 スーダン 1,123 13,291

4 アンゴラ 1,120 10,993

5 赤道ギニア 860 9,018

6 チャド 411 4,482

7 タンザニア 328 6,109

8 エチオピア 295 3,133

9 コートジボワール 285 4,155

10 コンゴ 237 3,467

（単位：100万ドル）

（出所）UNCTAD Online databaseより筆者作成。
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２．外国直接投資の事例と課題
ここでは、アフリカでのFDIが盛んな６つの産業と、自動二輪車産業につい

て概要を紹介する。なお、ここではアジアやアフリカでFDIとローカル企業の

連携がみられた産業を選んでおり、このほかにも、アフリカでは建設、ホテル、

運輸、金融、食品（ビール製造）などの分野にもFDIが行われている。

a 輸出産業

q自動車産業：南アフリカ

部品産業を含めた南ア自動車産業の売上高は1582億ランド（2006年）で、製

造業全体の16.4％を占めた（Statistics South Africa［2007: 9. 7］）。2006年の南ア

国内生産は58.8万台で、うち18.0万台を輸出する一方、30.6万台を輸入してい

る（10）。1995年の南ア国内生産は38.9万台、輸出1.6万台、輸入2.6万台であっ

たことを考えると10年余りの間に大きな変化を遂げたことがわかる（11）。

南アには、トヨタ、日産、GM、フォード、ダイムラー・クライスラー、

BMW,フォルクスワーゲンなどの先進諸国の完成車メーカーをはじめ、インド

のタタも参入している。南ア自動車部品組合（National Association of Automobile

Component and Allied Manufacturers: NAACAM）によれば、南ア自動車産業は上

記以外に、車体製造業者（80社）、部品メーカー（350社）、車ディーラー（新車

1150社、中古車800社）、部品卸業（650社）で構成される（12）。

ダーバン地域に組立工場をもつトヨタは、世界10カ国で生産、140カ国で販

売する「国際戦略車（IMV）プロジェクト」に南アを組み入れた。トヨタは同

国をヨーロッパ市場およびアフリカ諸国への輸出拠点と位置づけ、2005年当初

の年間11万台の生産能力を2007年には20万台に増強した。組立工場の内製化

率が高いが（13）、国内部品価格は輸入品価格（税前）よりも20～30％高いこと

が南ア自動車産業の課題であった。このため日系部品メーカーの進出を促し、

2005年にデンソー（カーエアコン生産）が現地部品メーカーに資本参加をし、さ

らにトヨタ紡織が豊田通商と合弁でアフリカ初の現地法人をたちあげ、自動車

用シートやドアトリムの生産に着手した（14）。また、豊田合成（エアバッグ部品

の生産）も工場を設立した。こうした日系部品メーカーの進出は、タイ自動車

産業の経験にみられるようにローカル部品産業の活性化につながるものと期待

される。
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南ア政府は、国内部品産業の育成のために1961年以来６次にわたるローカル

コンテンツ計画を実施してきたが、同計画は十分な国際競争力をもたらすこと

ができなかった。そこで、1995年６月、新政権は輸出増加のために部品価格を

引き下げることと、自動車産業の競争力を「外」からの競争によって強化する

ことを目的とした自動車産業開発計画（Motor Industry Development Programme:

MIDP）を発表した。MIDPは、2002年までに完成車への関税を115％から40％

に、部品への関税を50％から30％に段階的に引き下げることを実施した。また、

ローカルコンテンツ要求を廃止し、部品メーカーは関税によってのみ保護され

ることになった。MIDPは当初2002年に終了する予定であったが、2012年まで

に延長して「修正版MIDP」を実施することになった。これは、規模の経済性

を得るために、個別モデルの生産量を増加させることに力点が置かれている

（原［2007: 118］）。自動車産業を取り囲む部品産業を中心とした裾野産業が拡大

するためには、完成車・部品の輸出増加、これまで多くを輸入に依存していた

部品（例えばエンジン、ギア・ボックス）の国内生産化、品質の向上が課題とし

て考えられるが、どちらの場合も技術力とコストが課題となる。

w園芸産業：ケニア、エチオピア、ザンビア

アフリカにおける最大の花卉輸出国であるケニアを筆頭に、エチオピア、ザ

ンビアにおいてヨーロッパ市場向けの花卉輸出が急速に成長している。ケニア

は1990年代初めより高品質のバラの生産に取り組んだ結果EU向け輸出が増加

し、花卉輸出額は２億3470万ドル（2004年 UNComtrade）にのぼる。バラに関し

てはEU市場の少なくとも62％を供給していると推測され（World Bank［2005］）、

世界有数の生産国となっている。エチオピア、ザンビアは2000年以降に輸出を

伸ばしており、輸出実績はそれぞれ2510万ドルと2720万ドルである（2006年

UNComtrade）。

これらの生産国では、安定した日差しと高地の冷涼な気候のため、年間を通

じて品質の良い花が安定して供給ができること、労働コストが低いことが産地

としての有利性であり、これを利用しようとする多国籍企業による直接投資が

成長を牽引している。花卉産業の盛んなオランダ、イスラエルの他、イギリス、

ドイツ、インド企業などが投資を行っている。ケニアにおける2002－2004年の

累計投資額は２億－３億ドル、雇用は５万人と推定されている（World Bank
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［2005］）。

花卉産業は、品質管理や新品種を栽培する技術が求められ、また灌漑や温室

など必要資本が大きいことなどから、大企業に生産が集中する傾向がある。ケ

ニアでは25社で全体の60％以上を生産し、その他に500の中小生産者があると

報告されている（Takahashi et al.［2007］）。大企業の多くは外資であるが、一部

アジア系ケニア人が所有する企業があるほか、中小生産者の多くはアフリカ系

ケニア人の所有である。FDIによってもたらされた花卉生産技術が、ローカル

企業に波及していると推測される。しかし、ヨーロッパ市場ではスーパーマー

ケットの切り花需要が増えており、その結果大量に安定して供給ができる大企

業に需要がさらに集中すると推測され、中小生産者の成長については悲観的な

予測もある。

野菜・果物のヨーロッパ向け輸出もケニア、ジンバブウェ、ザンビア、南ア、

ガンビアでは盛んである。これらの生産においては、花卉産業と異なり多国籍

企業ではなくローカル企業や小農が輸出業者や生産者となっている。野菜・果

物においても、EU市場の安全基準の遵守、保冷設備を利用した物流、包装設

備、消費者ニーズにあった品種の栽培、少ロット多頻度の発注への対応などの

高度な技術が必要とされるが、これらはFDIを通じてではなく流通業者との取

引関係を通じて技術移転が進められている（Dolan and Humphrey［2001］）。野

菜・果物については花卉以上に流通業者の支配力が強く、輸出業者および生産

者ともに大規模化が迫られており、中小業者の撤退が進んでいる（Dolan and

Humphrey［2001］; Jaffee［2003］）。園芸産業ではFDIや輸出活動を通じて、技術

や知識がローカル企業に移転されているが、生産ネットワークの構造の影響を

受けて大企業にその成果が集中する傾向がある。

e衣料産業：レソト、スワジランド、ケニア、マダガスカルなど

衣料産業におけるFDIは、2000年にアメリカ合衆国がアフリカ成長機会法

（AGOA）に基づいて優遇アクセスを与えたことを契機としている（15）。中国、

台湾、インド、スリランカなどのアジア企業とともに、南ア、モーリシャス企

業による投資が、レソト、スワジランド、ケニア、マダガスカルなどに対して

行われた。ケニアにおける投資額は2000年から2004年までの累計で約3.9億ド

ル（EPZA［2004］）、スワジランドにおける投資額は同期間に3098万ドル（16）に
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のぼっている。製造業部門におけるFDIとしては、南アの自動車産業を除くと

最も規模が大きく、最貧国も巻き込んだものであった点が注目される。アフリ

カ諸国に立地したのは生地を服に仕立てる縫製プロセスであり、最も労働集約

的であることから雇用効果が大きかった。主要な投資受入国であるレソト、ス

ワジランド、ケニア、マダガスカルにおいて、2004年には22.9万人の雇用があ

ったと推定される。

ローカル企業が受けたFDIの波及効果は非常に限定的であった。アジアでみ

られたようなローカル企業による多国籍企業の下請け生産は、ケニアで生じた

ものの参入企業数は限られていた。ローカル企業参入の低調さは、アジア企業

に比べて労働コストが高く収益率が低いこととともに、2005年の輸出国に対す

る数量規制の撤廃によって、中国・インドなどの輸出大国へと発注が増加した

結果、アフリカに立地する多国籍企業の生産量が減少したことが原因である

（福西［2007］）。

アフリカ諸国では生地を生産する繊維産業が弱い。アフリカでの生産がアジ

アに取って代わられている理由の一つでもあるが、また逆に発注減少によって

繊維生産が発展する機会も失われている。これに対して、南アでは繊維・衣

料・小売企業が協力してクラスターを形成する動きがあるほか、レソトとスワ

ジランドでは繊維生産に乗り出す多国籍企業が現れている。多国籍企業を中心

とした繊維・衣料産業が再生する可能性もある。

アフリカの衣料企業の生産性はアジアの輸出企業と同程度であるという分析

結果が示されており（Fukunishi［2007］）、輸出市場への進出に際して技術的な

問題は少ないと考えられる。しかし、高い労働コストのもとでアジア企業と競

争するためには、今以上に生産性を向上させることが必要である。

rアルミニウム精錬：モザンビーク

モザンビークの高い経済成長を牽引しているのは外資主導の製造業であるが、

なかでもモザール（Mozal）プロジェクトに象徴されるメガ・プロジェクトに負

うところが大きい（17）。モザール・プロジェクトとは、マプト郊外でのアルミ

ニウム精錬工場建設プロジェクトで、総投資額は22億ドルに及び、年産50.6万

トンの生産能力をもつ。従業員は1150人でモザンビーク人が95％を占める。

1998年５月に開始した第１期工事は2000年に完成し、第２期工事も2003年に
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は完了している。出資比率は、BHP Billiton社が47％、三菱商事が25％、南ア

フリカ産業開発公社（Industrial Development Corporation of South Africa: IDC）が

24％、モザンビーク政府が４％である。モザール社は、電力の供給が確保でき

れば2014年までに年産80万トンまで拡張する第３期工事を計画している（EIU

［2007］）。

モザール社の2003年の売上高は３億7971万ドル、純利益は2102万ドルであ

り（KPMG［2004］）、モザール社単独でモザンビーク全体の製造業生産の49％、

製造業品輸出の３分の２を占めている（Mozal［2004］）。投資規模は非常に大き

いが、モザールは原材料を全量輸入しているため、ローカル企業への波及効果

は限定的である。それでもローカル企業との連携について幾つかの萌芽がみら

れている。

第１に、モザールに隣接して工業自由区（Industrial Free Zone: IFZ）が設置さ

れ、現在15社が IFZで操業している。モザンビーク法人のOpetação Duys

Mozambique社はその一つである。南アに親会社がある同社はモザールに隣接

して立地し、溶解したアルミニウムを入れる巨大な容器の保守・修繕作業を請

け負っている。従業員は66名で、南ア本社から派遣されている若干名を除く大

半がモザンビーク人である。親会社であるDuys Engineering Group社は南アの

リチャード・ベイにあるアルミニウム精錬工場の保守・修繕作業を請け負って

いた関係で、モザール社からの誘いを受けてモザンビークに投資した。投資収

益率は極めて良好であり、モザンビーク工場の拡張計画があるという（18）。

第２に、モザール社自身もローカル企業との連携の強化に取り組んでおり、

2004年には5100万ドルの取引があった。投資促進センターもローカル企業のリ

ストを提供するなど両者の連携を支援している。さらに世界銀行の協力を得て、

中小企業の能力向上を目指したプログラムを実施しており、現在、そのプログ

ラムを経た15のローカル中小企業との取引を行っている（19）。

s 国内市場向け

q小売業：ショップライトなど

都市化が進展するなかで、アフリカにおけるスーパーマーケットの役割が増

している。例えば、南アでは、店舗数だと２％にも満たないスーパーマーケッ

トが食品小売業における売上げの 5 0～ 6 0％を占めるといわれている
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（Weatherspoon and Reardon［2003: 4］）。東南部アフリカを中心に、活発に進出し

ているのがショップライト（Shoprite）グループ、ウールワース（Woolworths）、

Pick’n Pay、SPAR、Massmart、Metro Cash & Carryといった南アのスーパー

マーケットである。南アのスーパーマーケットは1994年の民主化以前より南部

アフリカ関税同盟（SACU）内で営業していたが、民主化後はSACU外のアフリ

カ諸国にも進出している。

このうち、南アに本社をもつショップライト・グループは、南アを含むサブ

サハラ・アフリカ16カ国とインドに計1181店舗を展開するアフリカ最大の食品

小売グループである。1995年のザンビアへの進出を皮切りに、SACU以外への

進出をはじめ、現在、SACU以外のアフリカ諸国ではザンビアに25店舗、アン

ゴラとマダガスカルに８店舗、マラウイに７店舗、モザンビークとタンザニア

に５店舗、ウガンダに２店舗、モーリシャス、ガーナ、ナイジェリア、ジンバ

ブウェに１店舗ずつ展開し、2007年末にはコンゴ民主共和国に8000万ドルの投

資を行うと発表した。ショップライト社は、国内外で計5000のサプライヤーと

取引している。食料品・野菜はフレッシュマーク（Freshmark）部門を通じた調

達方式で行っており、南アでは９つの貯蔵センターから440の店舗に納品して

いる。南アにおけるサプライヤーの80％はEurepGAPというヨーロッパの農産

品品質基準をクリアーしている（Shoprite Holdings［2007］）。

ザンビアでは大規模な貯蔵センターをもち、国内の18の店舗に納品している。

ショップライト社は自社店舗を中心に展開し、できるだけ安く現地で調達する

方式であるため、ザンビアの現地調達率は 73％にのぼっている（Shoprite

Holdings［2005］）。さらに、Shoprite Holdings［2007］によると、野菜については

ほぼ現地調達化を達成したと報告している（20）。スーパーマーケットは安定し

た買い手であるため、ザンビアの農家にとってはショップライトとの取引は経

営の安定にとっても大きな意味をもつ。

マラウイのスーパーマーケット市場について調査したMakoka［2005］は、

マラウイのスーパーマーケットにおける食料品・野菜の現地調達率は約50％で

あり、価格よりも品質の高さと安定的な納品が可能であることが調達先に選ば

れる要因であると報告している。そこで、ローカル・サプライヤーの課題とし

て、q安全・品質基準を満たすこと、w店舗まで納品できるようにすること、

e安定的な納品が可能であること、を挙げ、農民による品質向上のための投資
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やインフラの改善などが必要であると指摘している（Makoka［2005］）。

現地農家がショップライトのようなスーパーチェーンと取引を開始するため

に、まずは品質基準をクリアする必要が出てくるわけであるが、EurepGAPの

基準をクリアすることは困難なため、ショップライトは柔軟に適応しながら、

ローカル・サプライヤーの育成をはかっている（21）（Winter［2007］）。しかしな

がら、十分な資本や技術をもたない中小農家にとってはクリアすべき課題は多

い。

w携帯電話産業

アフリカ諸国で急速に市場が拡大している携帯電話産業において、FDIが非

常に活発になっている。携帯電話事業では、南アとイギリスの合弁企業である

VodacomやMTN、ウガンダで事業を始めたCeltelが、サブサハラ・アフリカの

諸国の携帯電話に投資を行っている（22）。こうした投資の多くは通信設備の拡

充にあてられているが、通信設備は中国企業が大きな市場シェアを有している。

中国の通信設備産業の最大手である華為技術（Huawei）と中興通訊（ZTE）が

アフリカ進出に熱心で、アフリカ各国の携帯通信設備の導入を請け負っている。

華為技術は、サブサハラ・アフリカ25カ国に、中興通訊は29カ国にオフィスを

構えており、設備導入とともに保守、技術者育成を行っている。華為技術のウ

ェブサイトによると、ケニアのSafaricomと4300万ドルの契約を結んだほか、

南アのMTNとは６億ドルの契約について基本合意を結んでいる。また、マダ

ガスカルとウガンダにおける売上げは、それぞれ1500万ドルと2100万ドルであ

った（2005年）。

携帯電話企業や設備企業は技術者の育成にも投資しており、通信技術に関す

る知識がもたらされている。華為技術は各国で技術トレーニングを行うととも

に、ナイジェリアのアブジャやアンゴラに研修施設を設立している。トレーニ

ングを通じて通信技術に関する知識がアフリカ各国の人的資本に蓄積されてお

り、携帯電話産業の生産性の向上に寄与している。またトレーニングを受けた

技術者が関連産業に移動することにより、情報通信産業の生産性の向上や新た

な情報通信ビジネスの展開、さらなる外国投資の誘致をもたらすことも期待さ

れる。

他方、大規模な投資によって導入された通信設備のほとんどは域外からの輸
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入品であり、また携帯端末も同様に大半が輸入品であるので、FDIは通信設備

や端末製造に関する技術の移転には役立っていない。通信技術の進歩が設備や

端末の技術開発と密接な関係にあることを考えると、設備製造産業の不在は通

信技術の移転を緩慢にするであろう。ただし、小規模ながら現地生産の動きも

見られている。マレーシアの携帯電話製造企業のM dot Mobileは、アフリカ市

場向けの製品をザンビアで組み立てを行うことを計画中である（23）。また報道

によれば、携帯電話のSIMカードの製造を計画する企業もあり（Vanguard, 2007

年12月13日）、今後の市場の拡大によっては、設備製造に対するFDIやローカル

企業の参入の可能性もある。

e自動二輪車産業：ナイジェリア

自動二輪車（バイク）の需要が最も大きいのはナイジェリアである。ナイジ

ェリアでは比較的早い時期から日本企業が現地生産を行っており、日本製の新

車と中古車の市場シェアが大きかったが、1990年代末より中国製新車の成長が

著しく2002年には市場シェアトップとなっている（望月［2006］）。最も流通量

の多いJinchengブランドが現地組み立てを行う計画もあったようであるが、現

在のところローカル企業による輸入部品の組み立てのみが行われているようで

ある。多くのローカル企業やインフォーマルセクターでは部品生産、修理など

が行われているが、完成車メーカーの認定を受けていない非正規の部品やサー

ビス提供にとどまっている。

東南アジア諸国では、輸入部品の組み立て、完成車メーカーによる現地組み

立てを経て、ローカル企業による純正部品生産が生まれているが、アフリカで

はいまだ初期の段階にあり、ローカル企業の技術的な成長はこれからである。

第３節　産業の課題と政策の方向

１．産業の課題
FDIを通じたローカル企業の成長は、東アフリカの園芸産業、南アの自動車

産業、南部アフリカの小売業でみられている。またモザンビークのアルミニウ

ム精錬産業でも、関連業種への連関効果が生じている。これらの産業では、ロ
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ーカル企業が海外のバイヤーや多国籍企業との取引を始めており、グローバル

な生産ネットワークに参入することに成功している。アジアの経験は、ローカ

ル企業に必要な技術や知識の蓄積が、生産ネットワーク内部の取引企業（主に

外国企業）からもたらされることを示しており、参入に成功した企業は技術の

向上が期待できる。ただし、グローバルな生産ネットワークでは技術進歩のス

ピードが速く、企業は絶え間なく技術向上に取り組む必要がある。アジアでは

技術向上のステップの途中で困難に直面しているケースも報告されているが、

アフリカでも園芸、自動車、小売業のローカル・サプライヤーは、技術や品質

の向上、生産規模の拡大といった課題に直面している。

他方、衣料、携帯電話産業ではローカル企業への波及が限られている。携帯

電話産業への直接投資は、携帯電話を使った銀行取引などの新しいサービスを

生み出すなど他産業への波及効果がみられるが、設備や端末生産については全

くスピルオーバーが生じていない。自動二輪車産業はマーケットの大きいナイ

ジェリアでもFDIが生じておらず、ローカル企業の生産活動は輸入部品組み立

ての段階にとどまっている。こうした産業では、グローバルな生産ネットワー

クに参入するローカル企業が発生しなければ、多国籍企業が持ち込む技術や知

識を蓄積することができず、理論が示すところの低位均衡に陥り産業の発展が

みられないであろう。

２．政策の方向性
これまで、多くのアフリカ諸国ではFDIの誘致には力を入れてきたが、誘致

した企業とローカル企業の連携については積極的ではなかった。増加する非鉱

業部門のFDIを有効に活用するために、今後はその支援を行っていく必要があ

る。

ローカル・サプライヤーが生まれていない産業では、まず多国籍企業との取

引を支援することが重要である。多国籍企業との取引を通じて、生産技術の獲

得とともに、輸出市場の動向や海外のバイヤー・サプライヤー情報などを得る

ことができ、技術と知識の蓄積プロセスが動き出す。ローカル企業が最初のハ

ードルを越える支援が非常に重要である。

また、アジアの経験は、多国籍企業と取引をするローカル・サプライヤーも

停滞を経験するケースがあることを示している。一定以上の技術向上が困難で
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あったり、規模の拡大を行う資金が調達できない、有利な条件をもつ他国企業

が進出し競争が厳しくなった、多国籍企業が技術供与を制限している、などが

停滞の原因となっている。アフリカのローカル・サプライヤーもこうした問題

に直面しており、停滞を乗り越える政策的支援が検討されるべきである。

具体的には、以下のような政策的支援の方向性が考えられる。ただし、アフ

リカ諸国間での実施能力や投資状況が異なるために、各国の実情に合わせて支

援を実施していく必要がある。

a ローカル・サプライヤーを利用するインセンティブの付与

ローカル・サプライヤーの技術は多国籍企業と取引を行うには十分でないこ

とが多く、初期段階で集中的な技術指導が必要となる。したがって、多国籍企

業にとってはローカル・サプライヤーよりも輸入品を利用する方が有利な場合

も多い。アジアでは、政府がローカルコンテンツの割合に制限をかけたため多

国籍企業はローカル・サプライヤーを利用せざるを得なくなり、ローカル企業

の育成に取り組んだ経緯がある。ただし、輸出品の生産を目的としたFDIの場

合、多国籍企業には複数の立地候補国がありローカルコンテンツの規制はFDI

を阻害する可能性がある。1980年代の南アの自動車産業はこの典型であった。

また、WTOルールはローカルコンテンツの規制を禁止しているため、加盟国

は利用することはできない。ローカル資本の参加を促すために外資の出資制限

条件を設けるという政策についても、外資による100％出資が投資インセンテ

ィブとして有効である現状では現実的な措置ではない。規制に代わって、多国

籍企業に何らかのインセンティブを政策的に与えることはスピルオーバーの実

現のために有効である。国産品購入に対する消費税の減免や、ローカル企業の

トレーニングに要した費用を利潤から控除すること、現地調達率を輸入原材料

の関税率や法人税免除率（期間）などと連動させることなどが考えられる。

s 多国籍企業とローカル企業のマッチング

アフリカ諸国では産業団体が効率的に機能していない場合が多く、進出国の

事情に詳しくない多国籍企業にとって、適当なローカル・サプライヤーを探す

ことも容易でない（Rhee et al.［1995］）。多国籍企業とローカル企業のマッチン

グのためには、多国籍企業が要求する規格や品質基準と、ローカル企業が供給
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することが可能なものとの情報を共有・交換するメカニズムが必要であり、こ

れを政策的に提供することが考えられる。この例として、日本では下請け取引

を含む中小企業の取引のあっせんを目的とした財団法人全国中小企業取引振興

協会と全都道府県に下部協会があり、1979年より活動してきた。同協会は、デ

ータベースによる「ビジネス・マッチング・ステーション」を開設し、約１万

8000社の登録がある（24）。

アフリカでも同様の動きがある。モザンビークでは、投資促進センター

（Investment Promotion Center）によって、モザールやSasolガスなどのプロジェ

クトに対して、技術をもつローカル企業のリストを提供し、ローカル企業との

連携を促している（Broadman［2007］）。ケニアの衣料産業では、FDI後にロー

カルの下請け企業十数社が誕生したが、これはEPZ管理庁が開催した衣料産業

投資ワークショップの効果に負うところが大きい。このようなマッチング機能

をもったサービスを国や地方政府が導入することによって、アフリカにおける

多国籍企業とローカル企業の連携が強化されるものと考えられる。

d 技術向上の支援

ローカル・サプライヤーが生まれていない産業では、多国籍企業との取引に

際しての技術面のギャップを埋めることが重要である。最初の技術的ギャップ

はローカル企業自身で埋めることは困難なので、外部からの支援が必要である。

また、取引を開始した企業に対しても継続的な技術向上の支援があれば、技術

的な停滞を乗り越えられる可能性が高まる。アジアの経験では、多国籍企業で

就労経験のある技術者（特に外国人技術者）を雇用することが、ローカル企業の

技術向上に有効であったことが報告されている。日本人技術者はアフリカの企

業でもニーズが高い。

近年は生産性機関の間での協力が進んでいる。2006年にはアジア生産性機構

（APO）と、南ア、モーリシャス、ボツワナ、ケニア、ナイジェリア、タンザニア、

ザンビアが加盟する汎アフリカ生産性協会（Pan-African Productivity Association:

PAPA）による「アフリカ生産性運動推進円卓会議」が開催された（25）。また、

2006年よりAPOやその加盟団体である日本の社会経済生産性本部（ JPC-SED）

が日本政府の特別拠出金を使ったアフリカ支援事業を実施している（26）。APO

やJPC-SEDは、シンガポール等の専門家をアフリカに派遣するなど南南協力も
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推進し、2008年にはパイロット工場に専門家を派遣してのデモンストレーショ

ンを行う予定である。

また、イギリスの国際開発省（Department for International Development: DFID）

による地域規格プログラム（Regional Standards Programme: RSP）は、ローカ

ル・サプライヤーを生み出す支援プログラムの一例といえる。2006年２月に発

表した南部アフリカ地域計画（Southern African Regional Plan）の中で、南アの

スーパーマーケットと協力して農民貧困層などのローカル・サプライヤーが品

質基準を満たせるように支援し、2010年までに現地調達率を30％増加させるこ

とを目標においている（DFID［2006］）。将来的にはヨーロッパ市場への輸出も

目指す。また、同プログラムは、ヨーロッパの植物衛生（Sanitary and

Phytosanitary）基準を貧困国からの園芸作物が満たせるように支援し、2010年

までに園芸輸出を５％増加することを目標にしている。また、通関時間を30％

減少させることや、インフラ開発によって内陸国の輸送費を25％減少させるこ

とによって投資環境の改善を目指している（27）。このようにマーケティングを

意識した技術援助を行うことにより、援助を売上げ増加に結びつける可能性が

高まる。

おわりに

本章では、途上国における産業発展の要因として多国籍企業とローカル企業

のリンケージに焦点をあて、産業政策としての有効性を検討した。アフリカで

FDIが盛んな６つの産業と自動二輪車産業を事例として分析した結果、東アフ

リカの園芸産業、南アの自動車産業、南部アフリカの小売業、部分的にはモザ

ンビークのアルミニウム精錬産業でFDIを通じたローカル企業の成長がみられ

たが、衣料、携帯電話産業ではローカル企業への波及が限られていることがわ

かった。

次に政策面では、これまで多くのアフリカ諸国ではFDIの誘致には力を入れ

てきたが、誘致した企業とローカル企業の連携については積極的ではなく、増

加する非鉱業部門のFDIを有効に活用するために、今後その支援を行っていく

必要があると考える。そこで、qローカル・サプライヤーを利用するインセン
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ティブの付与、w多国籍企業とローカル企業のマッチング、e技術向上の支援、

を政策の方向性として提示した。

もっとも、ここでの議論はある程度のFDIが各国において行われている状態

を前提としており、これまで行われてきたFDIの誘致に向けた投資環境の整備

などの政策的努力の継続が必要であることはいうまでもない。さらに、FDIの

誘致のためには政治的安定も重要な要素であり、ケニアで2007年末の大統領選

挙の結果をめぐって発生した社会的混乱などはFDIの懸念要因となり得る。
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【注】

a 本章でアフリカという場合は、サハラ以南アフリカ48カ国を指す。

s 本章では、現地居住者が主たる資本を有する企業をローカル企業と総称する。

ローカル企業を指す場合には、外国資本との合弁、インフォーマル部門や小農

を含んでいる。

d アフリカにおけるFDIについては、UNCTADのWorld Investment Reportの各

年度版やUNCTAD［2002］、UNIDO［2003］、平野編［2006］などが詳しい。

最近では、中国やインドによるアフリカへの活発な投資・貿易活動を扱った

Broadman［2007］がアフリカの投資環境について詳述している。

f ただし、コピーにはコストが必要と考えられることが多い。技術の利用にも経

験や知識が必要であったり、異なる環境で技術を利用する場合には調整が必要

なことなどが原因である（Nelson and Winter［1982］; Evenson and Westphal

［1995］）。

g 過去に蓄積した知識が多いほど生産性が高まるため、動学的収穫逓増と呼ばれ

ることもある。

h これは複数均衡と呼ばれ、動学的収穫逓増の生産関数の下では初期状態（この

場合は知識量）がたどりつく均衡を決定するという性質がある。

j 模倣コストは、注fに示したコピーのコストの他、知的財産に対する利用許諾
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料なども含まれる。

k FDIを通じたスピルオーバーは、ホスト国に進出した多国籍企業からローカル

企業に技術や知識が移転されることを想定している。理論的には、企業の国籍

に関係なく生産技術をもった企業が立地していれば、その国の生産性が高まっ

たと言えるが、多国籍企業のみに依存する場合は知識の移転とは見なされない

ことが多い。これは多国籍企業が撤退した場合には知識も失われてしまうこと

を考慮する故であるが、本章でもこれにならって持続的な技術向上のためには

多国籍企業からローカル企業に技術移転があることが重要と考えている。

l また、多国籍企業が技術供与を制限し、ローカル企業の技術的向上をコントロ

ールしていることも地元資本による組立メーカー（完成車メーカーなど）が生

まれにくい原因だと指摘されている（佐藤［2006］）。

¡0 NAAMSA, Quarterly Review of Business Conditions: South African Motor

Vehicle Manufacturing Industry, 3rd quarter 2007 in http://www.naamsa.co.za/

papers/2007_3rdquarter/

¡1 なお、アフリカ大陸全体の2006年の自動車生産は76.1万台で、南アに続いてエ

ジプト9.8万台、モロッコ3.8万台、ナイジェリア1.3万台、ケニア0.5万台であ

った（NAAMSA, Quarterly Review of Business Conditions: South African

Motor Vehicle Manufacturing Industry, 2nd quarter 2007 in http://www.naamsa.

co.za/papers/2007_2ndquarter/）。

¡2 NAACAM, “Key Information on the South African Automotive Industry,” in

http://www.naacam.co.za/

¡3 筆者が1997年に南アのトヨタと日産の工場を訪問した際、他地域の工場と比べ

ても内製化率が極めて高く、現地部品メーカーの育成が急務となっていた。

¡4 豊田通商「南アフリカにシート、ドアトリムを生産する新会社を設立」（『プレ

スリリース』2005年６月 20日 in http://www.toyota-tsusho.com/press/

20050620_1pasttoyotsu.cfm）。

¡5 アフリカの衣料産業におけるFDIについては、西浦・福西［2007］を参照。

¡6 2007年１月25日、Swaziland Investment Promotion Authorityからの入手資料

による。

¡7 モザンビークに対するFDIとその影響については、西浦［2006］が詳しい。

¡8 Opetação Duys Mozambique社General Managerへのインタビュー（2005年７

月20日）。

¡9 Mozal, “MozLink-focusing on building quantity and capacity,” in http://www.

mozal.com/
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™0 ただし、実際には多くの品物を南アから輸入し、現地農家を圧迫するとの指摘

もある（Dollie, Na-iem “Week In Review,” Business Report, January 14, 2007 in

http://www.busrep.co.za/index.php?fSectionId=553&fArticleId=3624629）。

™1 Aloui and Kenny［2005］がモロッコでのトマト農場を例にEurepGAP取得に

かかる費用を推定したところ、１ヘクタール当たり年間で2524ドルであった。

ショップライトは南部アフリカのローカル・サプライヤーに対しては、南ア市

場で要求しているEurepGAPよりも低い基準で対応しているとしているが、十

分な資金や設備をもたない中小農家にとっては高い壁である。

™2 Celtelはサブサハラ・アフリカ14カ国、Vodacomは５カ国、MTNは16カ国で

事業を行っている（http://www.celtel.com, http://www.vodacom.co.za, http://

www.mtn.co.za）。

™3 筆者が2007年９月に行った経営者へのインタビューに基づく。なお、この直接

投資にはJICAによる南南援助協力が関わっている。

™4 財団法人全国中小企業取引振興協会ウェブサイト（http://www.zenkyo.or.jp/）。

™5 Pan-African Productivity Association（PAPA）ウェブサイト（http://www.

productivitysa.co.za/papa/index.asp）。

™6 APOウェブサイト（http://www.apo-tokyo.org/jpn/africa/index.html）。

™7 2006年５月にはイギリスのブレア首相と南アのムベキ大統領が、450億ポンド

の基金を創設することで合意したが、このうちRSPに４年間で400億ポンドが

拠出される予定である。南アのスーパーマーケットとしてはショップライトや

Pick’n Payが挙がっている（British High Commission for South Africa, “New

trade partnership to boost development in Southern Africa,” May 25, 2006 in

http://www.britishhighcommission.gov.uk/）。
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